
     
   第１２章 公共用地･土地収用       第１２章 公共用地･土地収用       第１２章 公共用地･土地収用       第１２章 公共用地･土地収用                              一般国道１８３号 道路改良事業（三次市十日市南）一般国道１８３号 道路改良事業（三次市十日市南）一般国道１８３号 道路改良事業（三次市十日市南）一般国道１８３号 道路改良事業（三次市十日市南）    
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１１１１    公共用地の取得 公共用地の取得 公共用地の取得 公共用地の取得 (1)(1)(1)(1) 必要性 必要性 必要性 必要性 活力ある県土の構築と安全で快適な環境づくりを推進していくためには，道路・港湾等の事業による交通体系の整備，治水・砂防等の事業による県土の保全，下水道・公園事業による住環境などの安定を図る整備が必要である。こうした事業を実施していくためには，公共用地の取得等が不可欠である。  (2)(2)(2)(2) 事務の概要 事務の概要 事務の概要 事務の概要 公共用地取得等の事務は，必要な事業計画の周知を図り，土地等の権利者との交渉を行って，契約等の手続きを経て，土地等を事業用地として取得又は使用する事務である。 国では，土地等を取得又は使用する場合の取扱いを統一するため，昭和３７年に「公共用地の取得に伴う損失補償基準要綱」が閣議決定された。 本県においても，この要綱に従い「広島県の施行する公共事業に伴う損失補償基準」を制定し，損失補償の方法，補償額算定の時期，土地等の取得又は使用に係る補償及びこれに伴い通常生ずる損失の補償に関する規定を設けて，これに基づき用地取得事務の適正な執行に努めているところである。  (3)(3)(3)(3) 取得促進の方策 取得促進の方策 取得促進の方策 取得促進の方策 「公共用地取得促進プログラム」（平成１８年３月制定）を定め，事業効果の早期発現と説明責任の向上を図りながら計画的かつ積極的な用地取得に努めるとともに，先行取得制度の活用を図りながら，用地保有量の適正な確保等に積極的に取り組んでいる。  
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（参考）用地取得の手順 （参考）用地取得の手順 （参考）用地取得の手順 （参考）用地取得の手順       公共事業のための用地取得は，次のような手順で進めている。  ① 計画及び計画策 定のための調査        ② 準 備       ③ 調 査 及 び     測 量 等    ④ 調 書 の 作 成           ⑤ 補 償 金 額     の 算 定 等    ⑥ 用 地 交 渉           ⑦ 契 約 及 び          台 帳 の 作 成    ⑧ 登     記   ⑨ 検     査   ⑩ 支 払 

実 施 計 画 の 確 定  ・土地登記記録等の調査  ・公図の転写  ・建物登記記録等の調査  ・権利者等の確認調査       ↓ 用 地 取 得 計 画 の 策 定       ↓ 現 地 踏 査       ↓ 説 明 会 等 の 開 催       ↓ 幅 杭 の 打 設       ↓ 実 地 調 査 ・土地境界の確認 ・物件等の確認 ・用地平面図の作成       ↓ 調 書 の 作 成       ↓ 補 償 金 額 の 算 定       ↓ 補 償 金 明 細 表 の 作 成       ↓ 用 地 交 渉       ↓ 契 約 の 締 結       ↓ 台 帳 の 作 成       ↓ 登 記 の 嘱 託       ↓ 契 約 履 行 の 確 認       ↓ 補 償 金 の 支 払 い     - 118 -



２２２２    公共事業における用地取得実績 公共事業における用地取得実績 公共事業における用地取得実績 公共事業における用地取得実績 用  地  費  及  び  補  償  費 年 度 用 地 取 得 箇 所 数 用 地 費 補 償 費 計  (単位：千円) 取得面積  （単位：㎡） 金  額  (単位：千円) 物件件数(建物)  （単位：件） 金  額  (単位：千円) H23 371 756,791 2,877,848 813(150) 5,347,485 8,225,333 H24 348 422,773 1,745,477 640(131) 4,267,340 6,012,817 H25 367 445,266 2,438,935 753(142) 5,874,003 8,312,938 H26 371 531,406 1,714,199 694(106) 4,213,563 5,927,762 H27 347 344,365 1,628,586 651(93) 3,254,901 4,883,487  公共事業等（最終予算額）に占める用地補償費の推移 
 

 

8,225 6,012 8,312 5,927 4,883
86,674 84,975 74,40699,39985,757

020,00040,00060,00080,000100,000120,000
23 24 25 26 27年度事業費

事業費うち用地補償費(百万円) 
6.0％ 9.6％ 9.6％ 7.0％ 7.0％ （平成） - 119 -



３３３３    土地収用制度の活用 土地収用制度の活用 土地収用制度の活用 土地収用制度の活用 公共事業を円滑に推進するために，公共用地の取得に伴い必要に応じて，土地収用制度を活用している。この制度は，大きく分けて次の二つの手続きがある。  (1) 事業認定 (1) 事業認定 (1) 事業認定 (1) 事業認定 国土交通大臣又は都道府県知事が，事業が真に公共のためになるものであること等を確認し，起業者に対して，土地を収用し，又は使用することができるという地位を付与する制度 ○ 大臣が認定する事業 ： 主に国又は都道府県等が起業者である事業 ○ 知事が認定する事業 ： 主に市町等が起業者である事業    平成 27年度における事業認定   平成 27年度における事業認定   平成 27年度における事業認定   平成 27年度における事業認定   大臣認定（起業者：広島県）   大臣認定（起業者：広島県）   大臣認定（起業者：広島県）   大臣認定（起業者：広島県） 事 業 名 起  業  地 事業認定告示年月日 該当事業なし      知事認定（起業者：市町等）   知事認定（起業者：市町等）   知事認定（起業者：市町等）   知事認定（起業者：市町等） 事 業 名 起  業  者 事業認定告示年月日 該当事業なし    (2) 裁決 (2) 裁決 (2) 裁決 (2) 裁決 収用委員会が，私有財産に対する正当な補償を定め，土地等の収用又は使用を決定する制度  平成27年度における裁決申請件数（起業者：広島県） 平成 27年度における裁決申請件数（起業者：広島県） 平成 27年度における裁決申請件数（起業者：広島県） 平成 27年度における裁決申請件数（起業者：広島県） 事        業        名 件 数 該当事業なし  
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     第１３章 建 設 業           第１３章 建 設 業           第１３章 建 設 業           第１３章 建 設 業                               広島港五日市地区五日市２号県営上屋新築工事 広島港五日市地区五日市２号県営上屋新築工事 広島港五日市地区五日市２号県営上屋新築工事 広島港五日市地区五日市２号県営上屋新築工事 
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１ 建設産業の課題に対する取組 １ 建設産業の課題に対する取組 １ 建設産業の課題に対する取組 １ 建設産業の課題に対する取組 建設産業は，これまで県民生活に欠くことのできない住宅・商業施設の整備や，生産・物流等の経済活動に不可欠な社会資本整備の担い手として，また，地域経済，特に中山間地域においては，経済・雇用を支える重要な産業として大きな役割を果たしてきた。 また，県民が道路などの公共土木施設を安全で快適に利用できるよう，道路維持業務や除雪などといった社会資本の適正な維持管理の担い手としても活躍してきた。 さらに，大雨や地震などの災害発生時には，地域に精通した建設事業者が応急復旧などの迅速な対応を行ってきており，平成 22年７月に庄原市で発生したゲリラ豪雨災害や，平成 26 年８月に広島市で発生した豪雨災害での対応において，その重要性が改めて認識されたところである。 しかしながら，建設産業は，厳しい経営環境に置かれており，かつて拡大を続けていた建設投資は，県内では平成３年度にピークを迎えた後に減少を続け，平成 20 年度以降はピーク時の５割を下回っている。 また，建設産業は，高齢化が進み，若年者等の入職者も少ないことから，技術者や技能労働者などの建設産業従事者が不足し，施工体制の弱体化などが懸念されている。 こうしたことから，県内においても，将来的には，地域によっては「社会資本整備の担い手」の空白地帯が発生し，地域経済や県民の安心で安全な生活に支障が出ることが懸念されている。 本県では，「社会資本未来プラン」の関連計画として平成 23 年度に策定した「広島県建設産業ビジョン２０１１」及び「入札契約制度中期計画」の計画期間の満了に伴い，新たに「広島県建設産業ビジョン２０１６」を策定し，将来にわたって「地域における社会資本整備の担い手が確保されつづけている状態」に向けて具体的な取組を実施していくこととした。  ２ 建設業の許可２ 建設業の許可２ 建設業の許可２ 建設業の許可    建設業の健全な発展を促進し，適正な建設工事を確保するため，昭和 24 年に建設業法が制定され，同法の規定に基づき，一定規模以上※の建設工事を請け負うことを営業とする者は，建設業の許可を受けなければならないこととされている。 （※一定規模以上＝１件の請負工事の規模が，①建築一式工事では請負代金 1,500 万円以上又は延べ面積150ｍ２以上の木造住宅工事，又は②建築一式工事以外では請負代金500 万円以上の工事） 各年度末における建設業許可業者数及び年間許可申請処理件数の推移は，次のとおりである。   建設業許可業者数の推移建設業許可業者数の推移建設業許可業者数の推移建設業許可業者数の推移                                       （単位：者） 区  分 平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 知 事 許 可 業 者 １１，９５８ １１，５６４ １１，５０９ １１，５６０ １１，３６０ 県内大臣許可業者 ２５５ ２５５ ２５４ ２５７ ２６０ 合  計 １２，２１３ １１，８１９ １１，７６３ １１，８１７ １１，６２０  年間許可申請処理件数（知事許可）年間許可申請処理件数（知事許可）年間許可申請処理件数（知事許可）年間許可申請処理件数（知事許可）                                    （単位：件） 区  分 平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 新  規 ４３３ ４９４ ３８０ ５１７ ４８２ 業種追加 ２０９ ２０６ １５４ １８１ １８４ 更  新 ２，７２４ ２，５３７ ８７４ １，２０３ ２，４１５ 合  計 ３，３６６ ３，２３７ １，４０８ １，９０１ ３，０８１                             - 123 -



事務所別建設業許可業者数及び建設業許可申請処理件数事務所別建設業許可業者数及び建設業許可申請処理件数事務所別建設業許可業者数及び建設業許可申請処理件数事務所別建設業許可業者数及び建設業許可申請処理件数       （平成 28年３月 31日 現在） 区 分    事務所別 許 可 業 者 数 許可申請処理件数 知事許可業者 県内大臣許可業者 合 計 知事許可業者 県内大臣許可業者 西部建設事務所 ６，３４４ （６，４１９） １７２ （１７３） ６，５１６ （６，５９２） １，７１４       （８８３） ５０           （４７）    〃   呉支所 ８７２ （８９５） １０ （１０） ８８２ （９０５） ２２０        （１６６） ５           （４）    〃   東広島支所 ７３２ （７４９） １４ （１３） ７４６ （７６２） １８６     （１５２） ２          （１） 東部建設事務所 ３，０２１ （３，０８０） ５９ （５６） ３，０８０ （３，１３６） ８５２ （６２６）  １１ （８） 北部建設事務所 ３９１ （４１７） ５ （５） ３９６ （４２２） １０９        （７４） １          （１） 合  計 １１，３６０ （１１，５６０） ２６０ （２５７） １１，６２０ （１１，８１７） ３，０８１ （１，９０１） ６９            （６１） （注）１ （ ）は，平成27年３月 31日現在の数である。     ２ 県内大臣許可申請処理件数については，国土交通大臣に係る法定受託事務として処理（経由）した件数である。  
 ３ 経営に関する事項の審査 ３ 経営に関する事項の審査 ３ 経営に関する事項の審査 ３ 経営に関する事項の審査 経営事項審査は，公共性のある施設又は工作物に関する建設工事を発注者から直接請負おうとする建設業者に対して受けることが義務付けられている審査で，公共工事に参加する建設業者の企業力を経営規模等により適正に評価するための制度である。 平成 24 年の改正では，建設産業における社会保険未加入問題への対策の一環として，建設業の許可に際しての保険加入状況の確認などとあわせて，経営事項審査においても，未加入企業への減点措置の厳格化が図られることとなった。また，建設企業の活動範囲が拡大する中で，外国子会社の経営実績についても評価の対象とされることとなった。 なお，平成 27 年度における審査件数は，次のとおりである。  経営事項審査件数経営事項審査件数経営事項審査件数経営事項審査件数              （平成28年３月 31日 現在） 区 分 事務所別 知事許可業者 大臣許可業者 西部建設事務所 １，２６９ １１６ 〃       呉支所 ３２１ ９ 〃       東広島支所 ２４５ ５ 東部建設事務所 ９７６ ３８ 北部建設事務所 １５５ ４ 合    計 ２，９６６ １７２ （注）大臣許可業者審査件数については，国土交通大臣に係る法定受託事務として処理（経由）した件数である。 

 ４ 入札参加資格審査 ４ 入札参加資格審査 ４ 入札参加資格審査 ４ 入札参加資格審査 県が発注する建設工事の競争入札等に参加しようとする建設業者に係る入札参加資格申請については，隔年で受け付けており，平成 27・28 年度分については，平成 26年 11 月及び 12 月受付を行っており，平成 27 年５月，７月，10月及び平成 28 年２月に追加の受付を行った。資格認定は，各業者の経営事項審査結果（客観的事項）と県工事成績，県の指名除外等の状況（主観的事項）を総合して行っており，一部の業種を除き業種ごとに３～４の等級に区分し，これを発注の標準とする請負対象設計金額と対応させて定めている。 一方，測量・建設コンサルタント等業務の委託契約の競争入札等に参加しようとする業者について- 124 -



も，建設工事と同様に隔年で入札参加資格申請を受け付けている。資格認定は，業務実績高や技術者の状況等（客観的事項）と県の指名除外等の状況（主観的事項）を総合して行っており，その他業務を除き分野ごとに３つの等級に区分し，これを発注の標準とする設計金額と対応させて定めている。 平成 28 年３月 31日現在における資格認定者数は，次のとおりである。  建設工事等入札参加資格認定状況建設工事等入札参加資格認定状況建設工事等入札参加資格認定状況建設工事等入札参加資格認定状況       （平成28年３月 31日 現在）   入札参加資格認定者数 建 設 工 事 コンサルタント等 知事許可業者 大臣許可業者 県 内 ２，２０６ １４２ ３９５ 県 外 ６３ ６２７ ４２６ 合 計 ２，２６９ ７６９ ８２１  （注）「県内」，「県外」については，建設工事は主たる営業所，コンサルタント等は登記簿上の本店の所在地により区分している。 
 ５ 指名業者の選定及び建設業者の育成指導 ５ 指名業者の選定及び建設業者の育成指導 ５ 指名業者の選定及び建設業者の育成指導 ５ 指名業者の選定及び建設業者の育成指導 (1) 指名業者の選定 (1) 指名業者の選定 (1) 指名業者の選定 (1) 指名業者の選定 県工事の発注に当たっては，指名業者等選定要綱に基づき，設計金額に対応したランク別発注を基本とし，それに技術的な適性，施工経験，技術者の状況などを総合的に勘案して選定している。 選考手続きは，すべての建設工事について公正・公平を確保するため，工事金額に応じて，地方機関，本庁各局等に指名業者等選考委員会を設けて，厳正に審査をしている。  (2) 建設業者の指導等 (2) 建設業者の指導等 (2) 建設業者の指導等 (2) 建設業者の指導等 建設業者に対しては，パンフレットなどを作成して，一括下請けの禁止，施工体制台帳の提出，現場代理人等の常駐，技術者の適正配置，労働災害の防止の徹底及び建設業退職金共済制度等の福利厚生制度への加入促進などを図り，建設業法，建設工事執行規則，建設工事請負契約約款及びその他関係法令等の遵守についても指導している。 また，毎年，県内５箇所において建設業関係説明会を開催し，制度改正の内容や適正な事務の取扱い等について周知している。  ６ 入札・契約制度の改善 ６ 入札・契約制度の改善 ６ 入札・契約制度の改善 ６ 入札・契約制度の改善 平成 28 年３月に「広島県建設産業ビジョン２０１６」を策定し，将来にわたって「地域における社会資本整備の担い手が確保されつづけている状態」の実現に向けて，公共事業に係る市場環境整備を進めていくこととしている。 平成 28 年度の建設工事等に係る入札・契約制度の主な改正については次のとおりである。  ・社会保険等未加入対策の実施 ・県内建設業者の合併の促進支援措置の継続 ・建設工事に係る低入札価格調査制度等の改正 ・測量・建設コンサルタント等業務に係る表彰制度の創設  ７ 建設工事の紛争処理 ７ 建設工事の紛争処理 ７ 建設工事の紛争処理 ７ 建設工事の紛争処理 建設工事の請負契約に関する紛争の解決を図るため，広島県建設工事紛争審査会を設けその処理に当たるとともに各種建設工事の紛争相談に応じている。 なお，平成 27 年度に広島県建設工事紛争審査会において処理した件数は，次のとおりである。    - 125 -



建設工事紛争取扱件数建設工事紛争取扱件数建設工事紛争取扱件数建設工事紛争取扱件数                                 （単位：件） 年 度 手  続 前 年 度 繰越件数 （Ａ） 当 年 度 申請件数 （Ｂ） 当 年 度 取扱件数 （Ａ＋Ｂ） 当 年 度 終了件数 （Ｃ） 未 処 理 件   数 （Ａ＋Ｂ－Ｃ） 審理開催 回   数 平成 27 あっせん ０ ０ ０ ０ ０ ０ 調  停 ２ ２ ４ ３ １ ４ 仲  裁 ０ ０ ０ ０ ０ ０ 合  計 ２ ２ ４ ３ １ ４ 
    ８ 建設機械の打刻及び検認 ８ 建設機械の打刻及び検認 ８ 建設機械の打刻及び検認 ８ 建設機械の打刻及び検認 建設機械抵当法に基づき，建設機械に関する動産信用の増進により建設工事の機械化の促進を図るため建設機械に打刻し，また，打刻の検認事務を行っている。（平成 27年度：６件） 
    ９ 浄化槽工事業の届出・登録 ９ 浄化槽工事業の届出・登録 ９ 浄化槽工事業の届出・登録 ９ 浄化槽工事業の届出・登録 昭和 60 年 10 月に浄化槽法が施行され，浄化槽工事業を営む者（浄化槽工事業者という。）は都道府県知事への登録が義務付けられた。 また，建設業法に基づき，土木工事業，建築工事業又は管工事業の許可を受けている建設業者で浄化槽工事業を営む者（特例浄化槽工事業者という。）は，登録にかえて届出が義務付けられた。 なお，浄化槽工事業者・特例浄化槽工事業者数の推移は，次のとおりである。  浄化槽工事業者・特例浄化槽工事業者数の推移浄化槽工事業者・特例浄化槽工事業者数の推移浄化槽工事業者・特例浄化槽工事業者数の推移浄化槽工事業者・特例浄化槽工事業者数の推移                   （単位：者） 区 分 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 浄 化 槽 工 事 業 者 県内 １３３ １３０ １２２ ９２ ８３ 県外   ２   ２   ２   １ １ 合計 １３５ １３２ １２４ ９３ ８４ 特例浄化槽工事業者 県内 ８３１ ８３４ ８３７ ６７９ ６８２ 県外 １２５ １２７ １２９ ９１ ９２ 合計 ９５６ ９６１ ９６６ ７７０ ７７４ 
    10 解体工事業者の登録 10 解体工事業者の登録 10 解体工事業者の登録 10 解体工事業者の登録 建設廃棄物の適正な処置を目的として，「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」（建設リサイクル法）が平成 12年５月に制定され，平成 13 年５月からは，同法の規定に基づき解体工事業を営む者（建設業法に基づき，土木工事業，建築工事業及びとび・土工工事業のいずれかの建設業許可を有する者を除く。）は，都道府県知事への登録が義務付けられた。 なお，解体工事業の登録業者数の推移は，次のとおりである。    解体工事業の登録業者数解体工事業の登録業者数解体工事業の登録業者数解体工事業の登録業者数                            （単位：者） 区 分 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 県 内   １１６ １１５ １２０ １１７ １３７ 県 外    １２    ９    ９    ７   ７ 合 計   １２８ １２４ １２９ １２４ １４４ 
    11 建設工事の統計調査 11 建設工事の統計調査 11 建設工事の統計調査 11 建設工事の統計調査 建設工事及び建設業の実態を把握するため行うもので，国の基幹統計として建設工事受注動態統計調査（毎月１回）及び建設工事施工統計調査（年１回）を実施している。 - 126 -


